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研究成果の概要（和文）：再生可能エネルギー（再エネ）の主力電力化が、日本・韓国・中国・台湾でも起きつ
つある。本研究では、1）再エネ補助金増大、2）送電線未接続、3）立地合意形成、4）政策決定プロセスおよび
発電事業市民参加、5）雇用喪失対応および再エネ技術覇権競争、などの共通課題について分析した。その結
果、多くの国が、再エネ賦課金制度を卒業させつつあり、補助金なしでも導入が進んでいる。一方、再エネの出
力抑制は頻繁に起きている。メガソーラーなどによる自然破壊や景観破壊の問題に対しては、各国がゾーニング
や規制などを導入している。政策決定プロセスへの市民参加はどの国もあまり進んでいないことなどがわかっ
た。

研究成果の概要（英文）：Renewable energy  is becoming the main source of electricity in Japan, 
Korea, China, and Taiwan. In this study, we analyzed the following common issues: 1) increasing 
subsidies for renewable energy, 2) unconnected transmission lines, 3) consensus building for siting,
 4) policy-making process and citizen participation in power generation, and 5) dealing with job 
loss and competition for renewable energy technology hegemony. As a result, many countries are 
graduating from the renewable energy subsidy system, and the introduction of renewable energy is 
progressing without subsidies. On the other hand, output curtailment of renewable energy is 
occurring frequently. In response to the problems of destruction of nature and landscape caused by 
mega solar power plants, etc., countries are introducing zoning and regulations. Citizen 
participation in the policy-making process has not progressed well in all countries.

研究分野：環境経済・政策学

キーワード： エネルギー転換　気候変動　再生可能エネルギー　太陽光発電　風力発電　省エネルギー
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究によって、中長期的視点でのエネルギー転換における再エネ補助金の意義や各国政府の再エネ推進の「本
気度」などが明らかになった。また、再エネ分野の産業発展・技術覇権を巡る状況を明らかにすることで、技術
の差別化や研究開発の方向性に関して日本での政策策定に対する示唆が得られた。民主的あるいは非民主的かな
どの政権の形態とエネルギー転換との関係に関しては、断定的な結論は難しいものの、予算配分における選択と
集中が重要であることがわかった。研究者・NGOの政策決定過程への参加に関しては、どの国も十分とは言え
ず、東アジア各国の共通の課題であり続けることがわかった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

原子力と化石燃料から太陽光発電や風力発電などへの再エネへの移行を意味するエネルギー

転換は今、スピードや程度には違いがあるものの、東アジアでも起きている。たとえば、中国は

世界で最大の再エネ導入国であり、世界の再エネ投資の約 3分の 1は中国で実施されている。ま

た、2018 年の時点では、韓国の文在寅政権（当時）は、脱原発、脱火力発電を表明していた（現

政権は原発推進を掲げている）。台湾でも、蔡英文政権（当時）は、2025 年までに原子力発電を

廃止し、同時に電力自由化も進めようとしていた。日本でも、原子力発電所の再稼働が事業者の

期待通りには進まない中、再エネ固定価格買取制度（FIT）などの効果によって、急激に太陽光

発電が導入されていた。 

しかし、各国は、エネルギー転換に伴う複数の共通課題を持ち、その共通課題を解決するため

の下記のような学術的研究が必要とされていた。 

（1）共通課題 1：再エネ補助金の増大 

再エネ導入推進策として多くの国が採用している FIT は補助金という側面を持ち、発電コス

トの一部をなす再エネ賦課金として消費者が負担する。したがって、賦課金をどの程度の金額ま

で許容するかというのが、再エネ推進派と再エネ反対派の間で大きな争点となっていた。 

（2）共通課題 2：送電線への未接続 

再エネで発電しても、それを送電線に連系できないという問題が各国で発生していた。たとえ

ば、中国では、内陸部での風力発電量の 4割が送電網に連系できていないために無駄になってい

るという研究報告があった。日本でも、「空き容量問題」「送電線拡大費用の負担問題」「需給調

整」「出力抑制」が大きな争点となっていた。これらは、技術的な問題であるのと同時に、国民

間の経済的な負担分配のあり方や電力システムのあり方という極めて政治・経済学問題でもあ

った。 

（3）共通課題 3：立地合意形成 

再エネ、特に自然破壊型のメガソーラーの増加に伴って、住民や行政との、いわゆる立地トラ

ブルが日本を含めた多くの国で問題となり始めていた。トラブルとなる要因としては、景観、防

災、生活環境、自然保護、行政の手続の不備、住民との合意形成プロセスの不足に加え、国の制

度の整備不足などがあげられる。問題解決のためには、まずトラブル事例を多く集めて要因分析

を行うような研究が求められていた。また、具体的な対策としてゾーニングなどの先行事例を地

域で共有することが重要だと考えられた。 

（4）共通課題 4：政策決定プロセスおよび発電事業への市民参加 

どの東アジアの国においても、重要なステークホルダーとしてエネルギー政策決定プロセス

に市民が参加することは容易ではなかった。しかし、韓国の文政権下での「討議型世論調査制度」

の導入など、市民参加を進めようとしている国もあった。また、「大規模集中発電システムから

市民発電による分散型発電システムへ」という変化は、より民主的な政治体制への変化につなが

る可能性もあった。さらに、政権交代はエネルギー転換に大きな影響を及ぼし、またその逆の回

路もありうる。 

（5）共通課題 5：雇用喪失対応および再エネ技術覇権競争 

エネルギー転換に伴って、化石燃料産業や原子力産業に関わっていた雇用が減少する。一方、

再エネ産業には新規雇用が生まれる。企業の国際競争力も変化する。このような状況で、各国は、

なるべくダメージが小さい「公正な転換（Just transition）」を模索している。例えば、中国で
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は、政府が石炭業界や鉄鋼業界の従事者に一定の雇用喪失補償金を支払ったり、転職を積極的に

支援したりしている。このような各国独自の施策の内容や効果は、情報や経験としてほとんど他

国には共有されていない。 

２．研究の目的 

本共同研究では、東アジア 4カ国におけるエネルギー転換に関して、上記の具体的な共通課題

5つを抽出し、それらに対して政治学・経済学・社会学などからなる学際的アプローチに基づい

た比較研究を各国の研究者と共に国際共同研究として実施した。その目的は、東アジア地域で起

きつつある化石燃料・原発から再エネ・省エネへのエネルギー転換は、どのような諸要因によっ

て規定されており、今後、どのようにお互いに影響しあいながら発展していくのか、あるいは、

どのように発展すべきなのか、そのためにはどのような具体的な制度設計が必要か、などを明ら

かにすることであった。 

３．研究の方法 

本研究では、各共通課題について、方法論の開発も含めた各国における各論点の分析および分

析結果の国際比較を行った。これによって、まず中長期的視点でのエネルギー転換における再エ

ネ補助金の意義や相対的な位置づけ、すなわち「再エネ賦課金は過大」「再エネ補助は不公平」

「再エネに経済性があるのであれば補助金は不要なはず」というような現時点での補助金額だ

けを考慮するような議論の問題点を明らかにした。また、各国におけるエネルギー転換に伴う雇

用喪失数、雇用対策予算や内容などを相互比較することによって、東アジア全体での「公正な転

換」への道筋を探る。そして、太陽光パネルや風力タービンなどに関する市場分析および企業経

営戦略・産業育成政策などの比較分析によって、再エネ分野の産業発展や技術覇権を巡る状況を

明らかにした。 

発電エネルギー技術に対する補助金に関しては、予算など政府発表資料などから情報収集し

た。立地問題に関しては、現地の研究者やメディア情報などでトラブル・ケースを特定し、現地

調査を実施した。政策決定システムに関しては、各国において個人、企業、地方自治体などのス

テークホルダーに対してインタビュー調査などを実施し、審議会などの役割、熟議の可能性など、

政治的機会構造やエネルギーにかかわるフレーミングに着目して比較分析した。雇用影響は、一

文献および現地での政府・企業関係者などへのインタビュー調査で把握すると同時に産業連関

表を用いて新規雇用数などを計算した。 

４．研究成果 

以下では、研究成果の一部を特徴的な国にフォーカスして述べる。 

（1）再エネ賦課金の評価 

日本は他国に比べて大幅に FIT 導入が遅れただけでなく、賦課金の額や認証方法などに関す

る当初の制度設計に問題があった。具体的には、例えば太陽光パネル事業の登録申請した際の

買取価格がそのまま権利として保持できるため、登録後にすぐに工事を着手せず、パネルの価

格が下がる待つケースが多発した。また、収益性が高いため、費用がかかる森林伐採を伴うよ

うな自然破壊型メガソーラーが乱立してしまった。また、日本での再エネの価格は国際価格に

比較してまだ高いものの、それは原発や火力発電を補助金などで温存するような制度が存在し

ていることが大きな要因の一つだと言える。再エネ普及を阻害している大手電力会社の寡占を

維持するような市場の是正や電力自由化の徹底などを実施すれば、より早期に安くなる。ま

た、日本では原発に対しても、様々な補助金あるいは税金がつぎ込まれており、本研究では原

発および再エネに対する政府補助金を比較してみた。図 1 は、以上を整理した再エネと原発に

対する国民負担の全体像を示している。 
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図 2 再エネと原発の国民負担比較図 

 

注：再エネに対する政府予算は、原子力白書などから 1996 年から 2020 年までの 25年間で毎年 500 億円が

支出されたと推定した。事故経費は、政府想定の 21.5 兆円を下限、日本経済研究センター（2019）による

推定の上限額（81兆円）を上限とした。なお、この比較図はあくまでも全体的なイメージを示す略図であ

り、事故経費の一部はすでに原子力予算などに含まれているなど、重複している部分はある。一方で、算

入されていない費用もある。 

出典：筆者作成 

 

（2）送電網アクセス・出力抑制 

日本でも日本以外の国でも送電線への接続や出力抑制は大きな問題となっている。特に中国

では、送電線に物理的に接続できないために多くの再エネ発電が無駄になっていることが長く

問題であった。しかし、最近は改善されており、電力需要が増大する中、再エネ発電は確実のそ

の役割を高めている。太陽光発電と風力発電の発電設備容量は 13 億 kW を超えると予測されて

おり、12億kWと見込まれている石炭火力の発電設備容量を上回る見込みとなっている。一方で、

発電設備容量は増加するが、2024 年の夏と冬の電力使用ピーク時には電力が逼迫することも予

測し、電力送電網の最適化に向けた投資や電力負荷を低減させる電力料金制度の構築やグリー

ン電力証書の取引拡大などが政策課題としてある。 

送電網へのアクセスに関しては、14 次 5 カ年計画において、全国レベルでの送電線敷設の強

化とともに、再エネをそのまま西部から東部に輸送する技術を大規模に導入する構想が盛り込

まれた。これは、国家電網が新型直流送電技術を生かし、洋上風力や遠方にある太陽光発電で発

電した電力を需要地域に送る技術を用いる。また、出力が不安定な再エネ発電を主体とする電力

システムの信頼性を保つためには、これまでの送電網の強化だけでなく、再エネ発電所側での安

定的出力確保のための技術（出力効率を予測する技術やバーチャル発電機）の研究開発や実装が

進められている。 

（3）立地合意形成 

日本と同様に国土が狭く、かつ人口が多い韓国でも日本と同じようにメガソーラー問題が起

きており、韓国政府は、太陽光パネルの設置条件（例：道路からの距離）などに関する厳しい規

制を導入している。また、たとえば地上に設置する太陽光発電の代替手段を支援するために、韓

再エネ維持関連費 原発維持関連費

再エネ賦課金16兆円
（電気料金：

2012〜2021）
原子力予算19.4兆円
（税金：1954〜2022）

原発運転維持費28.9兆円
（電気料金：

2005〜2020）

事故経費21.5〜81兆円

福島第一原発事故経費

再エネ予算12.5兆円
（税金：

1996〜2020）

新規制対応費5.4兆円
（電気料金：2011〜2021）
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国政府は地域住民の反対が少ない水上設置と屋上設置の太陽光発電に高い経済的インセンティ

ブを与えている。一方、自然破壊になりやすい森林地域の太陽光発電プロジェクトは低いインセ

ンティブを受けることになっている。加えて小規模の太陽光発電を対象にした FIT では、地域

コミュニティの参画を促すために、特定の所有者についてはプロジェクトの設備容量の上限を

引き上げている。さらに、農林水産業、漁業関係者、協同組合の場合には、通常の上限である 30kW

の代わりに 100kW まで認めるなど地域住民の利益を増大させることで合意形成を促すような制

度を導入している。 

（4）市民参加 

（3）の立地合意形成とも関連するが、いかに地域住民が主体的に発電事業に参加するかが各

国にとって大きな課題である。台湾では、2009年に固定価格買取制度（FIT）が導入され、一般

市民でも太陽光パネルを屋根上などに設置して発電し、独占企業である台湾電力会社などに売

電することができるようになった。近年は郊外の比較的規模が大きい野立ての太陽光発電事業

に加え、人口が密集する住宅街においても、地域コミュニティ主体の発電事業である「公民電廠

（energy cooperative）」が全国的に展開されている。 

また、「地域主体の適応策（Community Based Adaptation、 以下 CBA）」と呼ばれる、気温上

昇、旱魃、洪水といった気候変動に起因する災害に対処するための手段の一つであり、地域の

人々のキャパシティや優先事項、経験に基づいて策定・実施される地域住民参加型の取り組みも

進んでいる。台湾では CBA推進のため、政府の環境保護署が具体的なプロジェクトに対し直接、

または地方自治体を通じて間接的に補助金を給付する制度がある。また、各地域のボランティア

や関係者、地方自治体の担当者に対し啓発的なセミナーなどを開催することで、再エネや省エネ

を中心とする低炭素社会に関する知識の共有や、地域間での交流を図る取り組みもなされてい

る。 

（5）雇用喪失 

雇用喪失という意味で最も深刻なのは石炭関連産業従事者が数百万人の単位で存在する中国

である。中国の場合、生産効率が悪く、落盤などの炭鉱事故も多い小型炭鉱の淘汰は 1990 年代

から大きな問題であった。その意味で、石炭関連産業の雇用喪失問題は大きな国家的問題であり、

脱炭素がその問題の緊急性を増大させたと言える。現在、中国政府は、炭鉱労働者が失業した場

合は、法律に基づいて経済補償を受給できるようにしている。この補償金は、企業によって異な

るものの、例えば、勤務年数１年につき１ヶ月の給与相当額を支払う規定である。また、新たな

職種に就くための再教育や職業紹介などの便宜なども図られる場合もある。ただし、補償金の支

払いを受けられるのは実際に失業した場合であり、社内配置転換による対応の場合などは対象

とならない。この措置に加えて、様々なエネルギー転換に伴う再就職支援が、特に国営企業の場

合は策定されている。また、地方自治体政府も、例えば石炭関連失業者を観光産業や介護産業へ

雇用転換するような政策をとっている。このような政策は、かつて日本でも 60 年前の石炭から

石油へのエネルギー転換において採用されたものであり、今の日本においても策定・実施される

べきだと考えられる。 
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